
農業制度資金のご案内
令和６年度版

・借入対象者であっても、融資機関の審査によっては、融資を受けることができない場合があります。

・１ページ表中の利率は、令和6年5月20日現在のものであり、金融情勢により変動があります。

調査･開発

0.60～
1.05%

100% ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

1.20% 100% ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

1.20% 80% ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

1.20% 80% ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

12年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

12年 ○ ○ ○

○ ○

○
1.20%又は

1.35％ ○
0.60%～
1.20% ○

注10
金融機
関所定
利率

100% ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

注１　認定農業者とは、市町村長から農業経営基盤強化促進法第１２条に規定する農業経営改善計画の認定を受けた農業者のことです。 注６  一定の条件を満たす場合、個人は６億円、法人は３０億円まで借り入れができます。

注２　認定新規就農者とは、市町村から農業経営基盤強化促進法第１４条の４に規定する青年等就農計画の認定を受けた農業者のことです。 注７　簿記記帳を行っており、特に必要と認められた場合は、年間経営費又は粗収益の各12分の6のいずれか低い額まで借り入れができます。

注３　原則の期間を記載しています。詳細については、中面をご覧ください。 注８　主業農業者等であって、新型コロナウイルス感染症により資金繰りに著しい支障を来している又は来すおそれのある場合　借入限度額が1,200万円に引上げ

注４　最長の期間を表示しています。実際には審査によって決定します。（以下、公庫資金において同じです。） 注９　コロナ禍におけるウクライナ情勢に伴う原油価格・物価高騰等の影響により経営に影響が発生している場合　別枠600万円 

注５  一定の条件を満たす場合、１億円まで借り入れができます。 注10  一括返済の場合は2年、分割返済の場合は10年（運転資金）又は15年（設備資金）。詳細については、中面をご覧ください。

・○印であっても、条件により融資が受けられない場合があります。詳細は各相談窓口にてお尋ねください。

農業制度資金は、県や市町村の補助などにより長期・低利で利用できる資金です。
・利率は、国・県・市町村等の利子補給又は利子助成後の借受者の実質負担率を示しています。
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実施したい事業

担い手育成 経営の維持安定 災害
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① 農 業 近 代 化 資 金

認定農業者　注1

15年
注3

3～7年
注3

個人：1,800万円

法人：2億円

農
畜
産
物
の
加
工
品
等
の
調
査
・
開

発
等
を
し
た
い

営
農
用
の
給
排
水
施
設
を
改
良
・
整

備
・
取
得
し
た
い

外
国
人
労
働
者
等
向
け
住
宅
を
改

良
・
造
成
・
取
得
し
た
い

農
業
に
関
す
る
研
修
を
受
け
た
い

新
規
に
農
業
を
開
始
し
た
い

経
営
環
境
の
悪
化
に
対
応
し
た
い

集落営農組織

主業農業者，農業参入法人等

農協等

保証人：原則不要

担保：基金協会の債務
        保証又は物的担
        保

農協
銀行・信用金庫・信用
組合
農林事務所経営普及
部門・地域農業改良普
及センター

保証人：不要
担保：基金協会の債務
        保証又は物的担
        保

農協
農林事務所経営普及
部門・地域農業改良普
及センター

15億円

② 農 業 経 営 改 善 促 進 資 金
（ ス ー パ ー S 資 金 ）

認定農業者　注1 1年 - 1.50%
個人：500万円

法人：2,000万円
100% ○

日
本
政
策
金
融
公
庫
資
金

③ 青 年 等 就 農 資 金 認定新規就農者　注2
17年
注4

5年
注4

無利子 3,700万円　注5

○ ○

100%

保証人：原則として個
            人の場合は不
            要、法人の場
            合で必要な場
            合は代 表者
            のみ
担保：原則として融資
         対象物件のみ

日本政策金融公庫
農協
農林事務所経営普及
部門・地域農業改良普
及センター

○ ○

○ ○ ○

80%

○ ○

○ ○

○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○④ 農 業 経 営 基 盤 強 化 資 金
（ ス ー パ ー Ｌ 資 金 ）

認定農業者　注１ 25年 10年
0.60～
1.20%

個人：3億円
法人：10億円　注6

100%

ご相談

○

⑤ 農 業 改 良 資 金

みどりの食料システム法の認定を
受けた農業者等

3年
無利子

個人：5,000万円
100%

六次産業化法の認定を受けた農業
者等

5年
法人：1億5,000万円

○ ○○ ○ ○ ○ ○ ○⑥ 経 営 体 育 成 強 化 資 金
主業農業者，農業参入法人
集落営農組織等

25年 3年 1.20% 個人：1億5,000万円
法人：5億円

⑧ 農 業 基 盤 整 備 資 金
土地改良区等

25年
3年又
は10年

借入者負担額 100%
日本政策金融公庫
農林事務所土地改良
部門・土地改良事務所

⑦農林漁業セーフティネット資金
認定農業者　注1
認定新規就農者　注2
主業農業者、集落営農組織

15年 3年
0.60%～
1.05%

600万円
注7,8,9

100%

保証人：原則不要
担保：基金協会の債務
        保証又は物的担
        保

農協
農林事務所経営普及
部門・地域農業改良普
及センター

⑨ 農 業 経 営 負 担 軽 減 支 援 資 金 要件を満たした農業者等 10年 3年 1.20% 営農負債の残高分 100%

上記の方が災害に遭われた場合

○

2年 5,000万円

保証人：原則法人
　　　    代表者のみ
担保：必要に応じて 徴
         求

商工会議所・商工会
農業参入等支援ｾﾝﾀｰ
 銀行・信用金庫・信用
組合・農協

保証人：原則不要
担保：基金協会の債務
        保証

農協⑪

新 認 定 農 業 者 育 成 特 別 資 金
農協の組合員で認定農業者
注1

5年 1年 無利子

個人：500万円

新 集 落 営 農 組 織 育 成 特 別 資 金 農協の准組合員で集落営農組織 法人：1,000万円
100%

⑩ 農 業 ビ ジ ネ ス 保 証 制 度
商工業とともに茨城県内において
農業を営む中小企業者，農事組合
法人又は個人

1 2

茨城県


